
新品レ ーノレは毎年だいたい 7-10 万 t 程度投入されているの

で， いま仮りに 10 万 t 投入されるとすれば 7 万 t が発生する

が，そのうちレーノレくず( 1 本の長さ 1 m 以上 5m 未満のもの)

が約 1 剣の 7 千 t あるので，残り 63 千t が部内利用および売却

されることとなる。

5 売却契約

(1) 売却契約方式

契約事務規程(昭和 31 ・ 7 ・ 24 総ぷ迷第 482 号)の定めによる随

意契約を除き，公開競争契約の方式によることを原則としてい

る。物品 II/Ii入の場合は ， L公正協殺による契約1 の方式による

ことができるが，物品売却の場合はこの方式によることが許さ

れていないことは，売却の場合の特長である。

(2) 売却価格

資計調~ 5，117号(全額相手方負担の前願工事で請願者が固また

は公共闘休であり ， かっこの施設が完成後は国鉄の所有に帰す

る場合〔用途廃止後， 相手方に残存物件を返還するものを除く〕

の物品の払出は，すべて帳簿価格によって処理される。この場

合の用品~HU掛は相手方の負担とし， 仮受金または未収金から振

替えるものとする)によって売却する場合，日本固有鉄道専用

線規則(IlB 31 ・ 8 ・ 10 日本国有鉄道公示第 290 号)の定めによる専

用者に古レ ーノレおよび古ガーダを死去JIする場合(この場合は専

用線の撤廃または軌条更.換の場合は無償で国鉄に譲渡する条件

で帳簿価絡で売却する)および委託調弁した物品を委託者に売

却する場合のほかはすべてi時価によることになっている。した

がって出納簿の価絡は売却価絡に何らの関連もないのである。

(3) 引波し期日と引取期限

売却契約替の引波し期日と 5 1!反期限は異なっているのが通例

であり，部外の者は引渡しを受けた日がすなわち引取期日だと

考えて，契約履行上手違いを生ずることがあるが，国鉄でいう

引渡しとは， 契約の相手方に具体的に目的物を示し，その受耳文

書を徴したときをもって目的物の受渡しがあったもの とし，京

受者が目的物を国鉄の置場から徹出することを引取りと L、うの

である。 したがって引渡しは完了し号 |取りが完了していない物

品の保管のJ.'t任は貿受者にあるのであって， 国鉄側は， 未引取

物品の ~ii視を道義的にするに過ぎないことになるので，民受人

は引渡しを受けた物品の引取りをすみやかに行う べきである。

(4) 入札保証金
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申込価絡のーーー と定められているが，申込者がその額をこえ
1∞ 

る金額を納付することは可能で， この所定金額をこえた金傾は

いかなる場合にも国鉄は取得せず申込者に返還することとなっ

ている。

(5) 本社における公開競争入札の公告日数 ・ 下見JIJJ 日

ア 公告 日数 と くに緊急を裂する場合のほか， 公告日数は，

11 -15 日としている。 売却に付するような物品は， 購入物品 と

逸って品名は同一で‘あってもその内容は区々である。したがっ

て入札参加者に売却l物品の下見と，入札価格の検討を十分して

もらうことは，売却事務を円滑にするために必要なことである。

この意味から将米とも公告日数はやむをえない場合のほか短縮

しない。

イ 下見期日 入札参加者はいつでも下見のできることを希

望する。一方現品を保管している現場としては， 公告WJ問中無

制限に下見者を案内 し説明をすることは支障がある。この両者

の希望を調整して， 公告期間の中ほどに 2-3 日の下見期日を指

定することにしたのである。

(6) 本社契約物品中の主要なるもの

本社契約物品中の主要なものにつき売却契約の紙要を記す。

ぶっびんのぱ

ア普通鋼くず

(η 昭和131年度における売却契約実績は年間 93，400t で過去

数筒年の災級平均 100，000 -1l0,OOO t を多少下回る結来となっ

たが， 一方最近の園内鉄鋼事情は各極産業の需要が異常に橋大

しその確保が極めて困難となった。

国鉄においてもさきに樹立した輸送力増強 5 ヶ年計画の遂行

の成否は 1 つに鉄鋼確保L 、かんにかかる状態となったので，こ

の鉄鋼確保のための リ ター γ くずの回収について突施要領を策

定(鋼くず， 古レ ーノレ等の回収促進について〔昭 32 ・ 3 ・ 30 資計第

945 号依命通達J) 着々笑行に移しつつあるのでその効果は 32

年度 FJlIJ以降に現れるものと思われる。

(イ) 国鉄で調達する錆材類(年間およそ 260.000 t) を質的・量

的 ・ 時期的に確保するとともに，これら調達鋼材類の購入価格

の調整に役.立たせ， かたがた発生鋼くずの引取りを円滑ならし

むるために， 毎四半期の初頭に，その均jの発生見込f置を，八幡

製鉄外 23 社(国鉄に鋼材類を常時納入し， 溶解炉をもってい

る)に，納入数量に応じて配分 し， 売却契約を締結している。

(妨 売却価絡は昭和 30 年 4 月 以降原則としてカルテノレ価絡

(鉄くず需給委員会で決定する圏内くず購入価絡)によるこ と と

なったが，例外としてレール， ν ーノレ付属品およびタイヤの購

入に関連して製鋼メーカ ーに リタ ー γする鋼くずの売却価格は

}jlj途 18， 500門ベ ー スのものを係用している。 31 年度の価絡推移

はっき.のとおりである。

普通鏑くず完全]1 単価表

ゐぞ! 特級品 1 級品 2 級 品 級外品 級外品 ダライ粉
A) (B) 

1-4 半期1 24,700 23,800 20,900 17,800 15,700 16,300 
2- 11 27,000 26,000 22,500 18,900 16,200 17,800 
3- 11 29,000 27,900 24,200 20,300 17,400 19 ， 1∞ 

4 - 11 29,000 27,900 24,200 20,300 17,400 19,100 

18 ，5∞円ヘース i8,500 17,700 15,500 13,000 11 ,500 12,200 

イ 廃用車両

(7) 31 年度の売却廃用車両の極類 ・ 丙数 ・ 金額はつぎの と

おりである。

極 )JIJ 数 金 額

門

蒸 気 犠 l刻 事 1 1,724,100 

ftt 気 蟻 関 I匹 5 15,672,300 

m ヰE 14 53,205,300 

客 車 7 5,437,100 

3宝 事 133 31,404,100 
A口，、 事 30 4,361,600 

軽使蒸気繊 I苅 l]i 3 754，2∞ 

言十 193 112,558,700 

(1') 上記売却車両 193 丙のうち，軽{史蒸気際関車 3 丙 754， 200

円は公開競争入札により，他の 190 両 111 ，804 ，500 円は随意契約

によって売却したものである。随意契約によって売却する場合

の売却価格は， 一定の公式を用いて算定する。

ウ 非鉄金属くず

本社売却の非鉄金属くずは，銅電線くず， 銅くず，青銅く ず，

鉛 く ず等である。ケ ー プル く ずおよび特号銅'tI1線くずを除きい

ずれも公開競争入札により 売却している。

(刀剣電線くず

ここにいわゆる銅電線くずとは， ケ ー プノレくず， ゴムケ ー プ

ノレく ず(鉛被ゴム線， ゴム線，網代鉛被ゴム線， 網代ゴム線) ，

クョイントくず，非燃焼被覆銅電線くず，特殊鋼電線く ず， 燃

焼被援鋼電線(被覆線を燃焼して銅線を回収するもの) をいう。
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